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１．はじめに 

船舶に起因する環境問題は，NOx 及び SOx・PM

排出などによる大気環境汚染，CO2 排出などによる

地球温暖化、，油流出や有害化学物質流出による海洋

汚染，船舶の解撤リサイクル時の廃棄物による汚染，

船内騒音など船舶からの騒音，生物の越境移動によ

る海洋生態系への影響などがある。大気環境に係る

排ガス規制や地球温暖化に係る温暖化ガス規制など

は，国際条約に基づき順次決められており，規制対

応技術の開発や燃料転換が行われている。また，国

際海運から出されるCO2は全世界の排出量の 3%と

なる 843 百トンでドイツ 1 国分に相当し，2018 年

の国際海事機関（IMO）海洋環境保護委員会におい

て船舶からの温暖化ガスの排出量を2050年に08年

比で半減する戦略が採択されるなど前倒しで進めら

れている。現在では液化天然ガス（LNG），液化石

油ガス（LPG）を燃料とする船の開発が進んでいる

が，今後は化石燃料を使わない推進方法の開発に進

まねばならない。ゼロエミッションの発電システム

である水素燃料電池は，温暖化ガス規制，排ガス規

制に対応する新たな方式として期待されている。 

国内における燃料電池船は 2014 年 4 月閣議決定

されたエネルギー基本計画に基づき 2014 年 6 月に

策定された「水素・燃料電池戦略ロードマップ」に

おいて「燃料電池船については，導入に向けた実証

事業の推進等について検討していく」と明記されて

いる。また，2017 年 12 月水素基本戦略再生可能エ

ネルギー・水素等関係閣僚会議においてモビリティ

での利用のなかで燃料電池船（FC 船）の開発・導

入が次のように記載されている。「モビリティの中で

も船舶は低炭素化が難しい分野であるが，今後は燃

料電池の活用を含めた電動化等を進めることで，CO2

排出の削減を進めていくことが必要である」「このた

め，例えば燃料電池の静音性を活かし，まずはプレ

ジャーボートや旅客船，漁船などの小型船舶の FC

化を進めるべく，燃料電池船に係る安全ガイドライ

ンの策定を進めるとともに，利用拡大のロードマッ

プを作成し，それらに基づき，実船による実証試験

を行い，費用対効果の大きいものから普及を目指す」

とされている 1)。国土交通省海事局は，一般財団法

人日本船舶技術研究協会に委託し，2015 年度から

「水素燃料電池船の安全ガイドライン策定に向けた

検討委員会」を開催した。海外事例，技術的課題の

洗い出し，燃料電池の暫定安全ガイドライン策定に

係る安全要件の検討などが示されたが，船舶におけ

る燃料電池関係の資料・データは，ほとんどない状

態であった。4 年後の 2018 年 1 月第 6 回検討委員

会において，「燃料電池船の安全ガイドライン」案が

提示されたが，実際にこの安全ガイドラインで燃料

電池船が建造できるか実証すると修正を要するため

案にとどめられた。東京海洋大学では，「スマートエ

ネルギー都市に用いる水素燃料電池船開発」をテー

マとした共同研究において，燃料電池を搭載した本

学の「らいちょう N」を用い安全ガイドラインに沿

った様々な検証を実施している。新造船が実現すれ

ば安全ガイドラインの最初の適合船になる。本稿で

は燃料電池船の概要と実用化への取り組みを紹介す

る。 

２．水素燃料電池船の概要 

２.１ 電池推進船の概要 3)4) 

東京海洋大学では 2009 年より，船舶に搭載した電

池に蓄えられた電力のみによって航行し，電気自動

車に対する急速充電方式である CHAdeMO プロト

コル 2)に対応した電池推進船の開発を行ってきた。

電池推進船とは，船舶に搭載した電池に蓄えられた

電力によって電動機を駆動し，電動機の発生した動

力によって推進機が駆動し航行する船舶である。大

型客船や砕氷船等を代表に電気推進船も多数導入さ

れているが，一般の電気推進船は船内に搭載したデ

ィーゼル発電機が発生する電力によって電動機を駆
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動する方式（Diesel–electric transmission） となっ

ている。そこで，一般の電気推進船と区別するため

に，電池に蓄えられた電気エネルギーによって航行

する船舶に対して電池推進船 (Battery Power 

Electric Boat) という名称を使用している。 

電池推進船の利点は，①航行時に排出ガスを排出

しない。②電動機推進により騒音や振動が格段に小

さい。③トルク制御，回転速度制御等が応答性よく

答高精度で実現できる。④暖機運転やアイドリング

運転が不要で無駄時間，無駄に消費するエネルギー

がない。⑤潤滑油交換や主機解放などなくメンテナ

ンスフリーである。一方欠点は，エネルギーストレ

ージに用いるリチウムイオン 2 次電池が，ガソリン

や軽油と比較して体積エネルギー密度で 20 分の 1，

重量エネルギー密度で 80 分の 1 程度しかなく多く

のエネルギーを搭載することが難しいことにある。

次に本学で研究している電池推進船「らいちょうⅠ」

「らいちょう S」を紹介する。「らいちょう N」につ

いては燃料電池船として次節で示す。 

「らいちょうⅠ」は 2010 年に急速充電プロトコ

ル CHAdeMO 規格に準拠した世界初の急速充電対

応電池推進船のフィージビリティスタディ船として

建造した。海洋低環境モーダルシフトに多大な貢献

をし，現在は自動運転船舶の実現に向けて自動運転

技術と遠隔監視・操船支援システムの開発などの研

究に使われている。 

「らいちょう S」は 2011 年世界初のモータ駆動

ウォータジェット推進機を搭載した急速充電型電池

推進船の実験船として建造した。小型で陸上移動が

容易なため多くの社会実験を行ってきた。震災直後

の小名浜の海底調査，長崎県水産部との対馬豆酘漁

港での太陽光発電を用いたエコシステムの実証実験，

北海道開発局との寿都漁港電動漁船実証試験（寒冷

地試験），温暖な地域として沖縄県石垣島での運航試

験と水中リモコン実験などを行った。さらに船舶が

発生する水中音に関しても検証を行い通常の内燃機

関船と比較すると格段に少ないことを確認した。こ

れらより電池推進船の実用化に支障がないことを確

認している。現在は小網代湾で神奈川県の薄膜太陽

電池普及事業の一環として 800W の薄膜太陽光パ

ネルをオーニングに貼りリチウムイオン 2 次電池と

接続して充電して使用する社会実験を行っている。 

 

２.２ らいちょうNの概要 

2014 年に急速充電対応型電池推進船の次世代水

上交通システム用実験船として建造した。これまで

に建造した「らいちょうＩ」，「らいちょうＳ」での

研究成果を元に，環境負荷低減を図りつつ無人・省

人化した定期運航する水上バスをイメージした低環

境負荷次世代水上交通システムの研究開発基盤とし

た実用レベルのレンジエクステンダータイプ急速充

電対応ハイブリッド電池推進船であり，現在水素燃

料電池船として実験を行っている。図 1 に燃料電池

を搭載した「らいちょう N」と燃料電池の写真，表

１に主要目を示す。 

 

 

図１ らいちょう N と燃料電池モジュール 

 

表１ らいちょうＮ主要目（2020 年 4 月現在） 

全長 14 m 

全幅 3.5 m 

全深さ 2.0 m 

総トン数（排水量トン） 9.1  ton (12 ton) 

電動機連続定格(最大)出力 45 kW (80 kW)×2 

電動機連続定格(最大)トルク 88Nm(130Nm)×2 

インバータ動作保証電圧 DC230 V-DC430 V 

リチウムイオン 2 次電池容量 145 kWh 

燃料電池定格出力 30 kW 

塔載水素量 21 Nm3 

 

図 2 「にらいちょうN」のシステム構成図を示す。

電気推進システム，発電システム，航海システムと

ユーティリティシステムで構成され，電気推進シス

テムは，エンジン制御ユニット（E-ECU :Engine 

Electric Control Unit），パワーラインの経路切替と

監視を行う Junction Box，バッテリーマネージメン

トシステムで管理されるリチウムイオン２次電池，

CHAdeMOプロトコルに準拠している急速充電シス

テム，モータドライブシステムと推進装置で構成さ

れている。図 2 で示しているように電気推進システ

ムは，左右両舷に配置されそれぞれが完全独立した

電気推進システムとなっており，片舷がダウンして

もその影響を受けず残りの片舷で駆動できるシステ

ムとなっている。発電システムは，FC 制御ユニッ

ト（F-ECU :Fuel cell Electric Control Unit）と

30kW 級水素燃料電池システム 1 基で構成され両舷



の電気推進システムに電力を供給する。航海システ

ムでは，操舵の制御のみでなく GPS など航海計器

からのデータからエネルギーマネージメント，パワ

ーマネージメントなどを行っている。航海制御ユニ

ット（N-ECU :Navigation Electric Control Unit）

は，電気推進システムの E-ECU ，発電システムの

F-ECU と連動しそれらの制御のみではなく監視，

データロギングも行っている。ユーティリティシス

テムは，リチウムイオン 2 次電池から AC100V，

AC200V を船内電源として供給している。各 ECU

間は FL-net で接続しシステム間の制御，監視を行

い，情報系データは Ethernet で接続している。各

機器間は，CAN (Controller Area Network)で接続

し一定のサイクルで機器間の制御を行っている。そ

れゆえ，操舵系を含め操船に必要な機器は全てコン

ピュータ制御が可能で，無人・省人化による運航を

目指した研究開発を行うことができる。さらに船内

に搭載した無線 LAN や携帯電話などの通信機器を

通じて陸上に設置している先端ナビゲートシステム

とも接続できる。先端ナビゲートシステムは船舶の

運航データを蓄積するとともに，システム端末から

指示を送り航行させることも可能な設計となってい

る 5)。 

 

 

図 2 らいちょう N システム構成図 

 

水素燃料電池システムは 2016 年に 4kW 級 2 基を

右舷左舷に搭載し船舶での運用を検証し，2019 年

11 月より現在の 30kW 級 1 基に換装して検証を行

っている。図 3 に示すよう後部甲板上に燃料電池チ

ャンバーを設け，燃料電池機モジュール，燃料であ

る水素ボンベと水素ガスを燃料電池に供給するガス

機器パネルを設置し，機関室には燃料電池用制御ユ

ニット，燃料電池の電圧をリチウムイオン 2 次電池

の電圧に昇圧するための DC/DC コンバータ，放熱

用熱交換器，空気極への空気供給と換気用空気のた

めのフィルタとファンを設置している。F-ECU は

これら燃料電池システムのデータロギング，監視，

制御を行う。水素燃料電池は東芝エネルギーシステ

ム株式会社製，最大出力 30 kW，発電効率 50 % 以

上である。燃料として 14.7 MPa 7 Nm3 の水素が

充填されている 47 L 水素ボンベ 3 本を搭載してい

る。水素ボンベ 3 本分のエネルギーは，3*76.1 MJ = 

228 MJ で 63 kWh と換算できる。燃料電池の出力

は 30 kW で発電効率をη = 0.5 とすると発電時間

は，63 kWh / 30 kW * 0.5 ≒ 1 h となり 1 回のボ

ンベ交換での発電量は 30 kWh である。 

 

 

図 3 燃料電池システム配置図 

 

一方，リチウムイオン 2 次電池は，東芝社会イン

フラシステム社のリチウムイオン 2 次電池モジュー

ルを 12 直列した電池パック（図 4）とし，公称電圧

DC331.2 V，公称容量 40 Ah (13.2 kWh)，電圧変動

範囲 DC2602 V - DC390 V である。 

 

 

図 4 電池パック 

 

この電池パックを 11 並列に接続し 145.2 kWh の

容量としている。したがって搭載エネルギーは燃料

電池の発電量とリチウムイオン 2 次電池と合わせる

と，約 175 kWh になるが燃料電池の発電量 30 kWh

は全体の 17 %程度である。次に船速とそれに要する

出力の関係を示す。図 5 は「らいちょう N」の船速



と必要出力の関係を示している。巡航速度を8 kn (15 

km/h) とするとそれに要する出力は図より 50 kW 

であり燃料電池の出力 30 kW はそれの 60 %しかな

く賄うことはできない。それゆえ「らいちょう N」 

では燃料電池はレンジエクステンダーとして位置付

けている。 

 

図 5 「らいちょう N」の船速と必要出力 

 

ここで，「らいちょう N」クラスの船舶を燃料電池

のみの発電量での航行を試算する。運転条件は，船

速を10 kn (18.5 km/h) で2時間の連続航行とする。 

船速 10 kn に必要な出力は，図 5 から 90 kw / 10 

kn であるので燃料電池は 90 kW * 2 h = 180 kWh 

の発電をしなければならない。燃料電池の効率を

50 %とすると 360 kWh 分の水素を搭載することに

なり，水素 122 Nm3 に相当する。必要水素タンク

容量は，70 MPa に圧縮（圧縮率 1.5）した場合は， 

260 L 以上の水素タンクを要し，35 MPa に圧縮（圧

縮率 1.25）した場合には，435 L 以上の水素タン

クを要することになる。表 2 に示すよう水素の体積

エネルギー密度は，0.003 kWh/L で 70 MPa に圧縮

しても1.4k Wh/Lと軽油の10.1 kWh/L に比べると

1/7 以下と低く，上記で示したよう大きな水素タン

クが必要になる。燃料電池は連続定格出力 50 kW を

2 基用いれば良いとなるが，水素圧が 35 MPa，70 

MPa や液体水素での利用が対象になる。現状では船 

 

表 2 体積エネルギー密度 

エネルギーキャリア 体積エネルギー密度 

気体水素 0.003 kWh/L 293K,0.1 MPa 

リチウムイオン電池 0.50 kWh/L  

圧縮水素 1.41 kWh/L 293K,70 MPa 

液体水素 2.36 kWh/L 20K,0.1 MPa 

メタノール 4.38 kWh/L  

ガソリン 9.58 kWh/L  

軽油 10.08 kWh/L  

 

舶への直接充填の規則はなくインフラもなく，燃料

電池，水素タンクの入手性にも課題はある。しかし

ながら水素燃料電池のみの発電量で運航できる船舶

への取り組みは期待されるところであり，検討を開

始している。 

 

２.３ 水素燃料のバンカリング 

船舶に燃料を供給することをバンカリングという。

先でも述べたが，燃料電池車のような燃料電池船に

直接水素充填を行う規則はまだない。現状はポータ

ブルタンクによる水素燃料供給のみしかできない。

2018年 3月国交省海事局の 2017年度の事業として

「船舶へのポータブルタンクによる水素燃料供給に

おける安全対策」検討委員会 6)が開催され，水素吸

蔵合金タンクと水素ボンベで実証実験，水素燃料供

給における安全対策検討報告書，オペレーションガ

イドライン，オペレーションマニュアルなどが示さ

れた。図 6 に本学でのバンカリング実証実験時の写

真を示す。 

 

図 6 バンカリング実証実験 

 

３．運航と実験 

燃料電池システムを搭載し，本学越中島キャンパ

ス周辺を 1 日約 2 時間航行して，係留時と走行時の

発電状態，また航行時の揺れ，衝撃，塩害，冷却系

の影響，I-V 特性の経時変化など各種データを取集

し，解析を行っている。図 7 に燃料電池の運転状態

の計測例を示す。図は出力を 5 kw , 10 kW , 15 kW , 

20 kW ., 25 kW , 30 kW と段階的に上げたあと 25 

kW , 20 kW , 15 kW , 10 kW , 5 kW と下げていき

30 kW まで上昇させている例である。図では燃料電

池の電圧，電流，電力，水素圧，水素流量，熱交換

器入口出口温度と燃料電池が消費する電力などを示

している。 

運転環境のデータとして以下に示す観測を行った。

固体高分子形燃料電池において海塩粒子成分が腐食

だけでなく白金触媒へ吸着したり白金溶出の促進を

促すと言われている 7)。図 8 に大気浮遊塩分（海塩

粒子）の 1 年間の測定結果を示す。2018 年 9 月か



ら 2019 年 10 月まで JIS Z 2382 （ISO 9225)に基

づき 1 か月単位でドライガーゼを取り換え大気浮遊

塩分（海塩粒子）の付着度を船上と陸側で測定した。

その結果，塩化物の付着度は船上の方が 3-4 倍多く

なっていた。また 9 月の台風による増加は，風波に

より生じた海水の気泡の破裂が増したものと考えら

れるが船上に多く表れていることがわかる。 

 

 

図 7 燃料電池運転時の計測例 

 

 

図 8 海塩粒子測定 

 

４．安全規格 

４.１ 船舶におけるリチウム2次電池の安全規格 

船舶で用いる大容量のリチウムイオン2次電池は，

大型船舶では補機（発電機）として，小型船舶では

主機（モータ）へのエネルギー源として用いること

が考えられる。大容量のリチウムイオン 2 次電池を

船舶に搭載する規格（標準）は，2013 年に「船用リ

チウム 2 次電池に関する JIS 原案作成」を目的とし

て電気設備分科会の下に WG を設立し始められ，

2014 年度に JIS F8102 「船用電気設備-リチウム二

次電池を用いた蓄電池設備」，2017 年度に小型船舶

向け JIS F8103「舟艇―電気機器―リチウム二次電

池を用いた蓄電池設備」が発行された。現状小型船

舶において大容量のリチウムイオン 2 次電池を搭載

する場合は，日本小型船舶検査機構（JCI）の検査

の他にリチウムイオン 2 次電池を搭載する小型船舶

に係わる「安全運航対策マニュアル」を建造者，運

航者が制作し，JCI に提出しなければならない。 

 

４.２ 船舶における水素燃料電池の安全規格 8) 

大気汚染防止の観点から，次世代の船舶燃料とし

て天然ガスの利用の検討が活発化し，天然ガスの特

性を考慮し天然ガス燃料の使用に特化した船舶の安

全要件を規定した国際ガス燃料船安全コード（IGF

コード）が IMO(国際海事機関)から発行された。適

用船舶は発行日 2017 年 1 月 1 日以降に建造契約が

結ばれたガス燃料船，発効日以降にガス燃料を使用

する機関に換装した船舶であり，貨物を燃料に使用

する液化ガス運搬船を除外とされ，水素燃料もこれ

に含まれるとされている。水素燃料電池船において

は，2018 年 1 月第 6 回「水素燃料電池船の安全ガ

イドライン検討委員会」が開催され，「水素燃料電池

船の安全ガイドライン」案が提示された。適用船舶

は，総トン数 20 トン未満の小型船舶又は総トン数 

20 トン以上のものであって，スポーツ又は，レクリ

エーションの用だけに供するものとして船体の長さ

が 24m 未満の船舶 (電気推進に限る)としている。

小型船舶においては，IGFコードは適用されないが，

低引火点燃料に対する同コードの安全確保の考え方

を取り入れるとしている。また，ガイドラインでの

適用範囲は，燃料電池と蓄電池を利用したハイブリ

ッド型の電源供給システムであること，燃料電池は

固体高分子形燃料電池であること，燃料タンクの設

計圧力は 70 MPa 未満とし，バンカリングは移動式

水素ステーション，又は可搬式水素ボンベにより供

給などとしている。 

 

５．燃料電池船研究の今後の展開 

これまで 3 隻のタイプの異なる電池推進船を 5 年

以上実験運航を行ってきているが，航続可能距離が

短いという点を除き，船舶として十分に利用できる

状況になっていると考えている。本学が監修したグ

ラスボート「ちゅらら」は，2014 年に竣工した沖縄

県石垣市の（有）川平マリンサービスが保有し，川

平湾にて運航する電池推進船である。2020 年度に 2

隻目を計画している。燃料電池船は「らいちょう N」

にてレンジエクステンダータイプの実用化が技術的

にも安全ガイドラインにおいても検証ができ，この

タイプの燃料電池船としては 2020 年度で本学での

研究は一段落する。引き続き燃料電池のみの出力で



運航できる燃料電池船の研究開発を行う計画であり，

燃料電池も定置型仕様から移動体仕様にしてく予定

である。並行して燃料である水素の直接充填の規則，

インフラなどにも取り組んでいく計画である。 

一方，昨今，自動車の世界においては，自動運転

車や運転を補助する自動ブレーキシステムの開発が

盛んである。船舶の世界においても海難事故の多く

は人的ミスによるものであるため，自動化技術を積

極的に開発し導入することは安全運航に繋がるもの

である。このため無人操船を可能にするための技術

開発を進めるとともに，交通システムとしての安全

性を確保するために遠隔監視するためのシステム開

発を行っている。 

６．おわりに 

本稿では，著者らがこれまで開発を行ってきた急

速充電対応型電池推進船の紹介を行うとともに，こ

れが基部となっている燃料電池船の開発状況と展開

に関する紹介を行った。 

2025 年大阪万博のテーマは「命輝く未来社会のデ

ザイン」でありコンセプトは「未来社会の実験場」

としている。水素は脱化石燃料における代替燃料と

して期待されており万博でも様々な応用が出てくる

と想像できる。陸上の交通システムにおいては電気

自動車，燃料電池自動車の利用など，環境にやさし

い技術の導入を積極的に進めているが，水上交通シ

ステムに関しては燃料電池のみの出力で航行する商

業船舶はまだない。積極的にアピールできるよう研

究開発を進めるとともに，電池推進船や燃料電池船

の普及に向けた広報活動も行っている。本稿が，燃

料電池船技術の現状を理解していただくとともに，

使ってみよう，というきっかけの一助になれば幸い

である。 
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